
防災推進国民大会２０１８
オープニング・ハイレベルディスカッション

「みんなの連携の輪を地域で強くする」

東京商工会議所 災害対策委員会
委員長 山田隆持



東京および首都圏の都市防災力の強化に資する活動

被災地支援活動

○ 企業の防災対策に関する調査

○ 防災対策に関する意見・要望活動

○ 国土交通省との連携
（意見交換会、施策説明会、インフラのストック効果の視察など）

○ 東京都との連携

（意見交換会、帰宅困難者対策の条例説明会、訓練など）

○ 中小企業のＢＣＰ策定支援 等

災害対策委員会の主な活動について
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【概況】調査期間：２０１８年４月２４日～５月１１日、総発送数：１万社 (東商会員) 、回収数：１,１２７社

会員企業の防災対策に関するアンケート調査 2018

大規模水害発生時の
被害想定の内容について

首都直下地震の
被害想定の内容について

把握
48.2%

未把握
48.9%

その他 2.9%

前年度調査では、認知度は48.9%

把握

52.7%
未把握

47.3%

２



実施
20.4%

未対応
76.7%

その他 2.9%

会員企業の防災対策に関するアンケート調査 2018

水害対策の実施について

※出典：東商調査（2018年6月）
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国土交通省との連携について

大規模災害の被害想定、
企業の防災・減災対策等説明会

インフラのストック効果
に関する普及啓発

水管理・国土保全局との
「東京の防災力向上のための
連携協定」（2018年5月17日）
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東京都との連携について

帰宅困難者対策訓練 東京都の施策説明会

「自社だけでは体験できない
訓練であり、大変有意義だった」
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家族との安否確認訓練等
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「有効な安否確認手段」を周知していない企業が約６割

従業員に対する「災害用伝言サービス等、
通話以外の手段確保」に関する周知状況

※出典：東商調査（2018年6月）

周知している

39.6%
周知して

いない等
60.4%

約６割
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27.7%

14.3%
17.8%
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59.3%

13.5%
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26.9%

40.5%

32.4%

24.6%

16.4%

6.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体

10～29人

30～49人

50～99人

100～299人

300人以上

BCPを策定済 BCPを策定中または検討中
BCPは策定していないが防災計画を策定済 防災計画を策定中または検討中
いずれも未策定

７※出典：東商調査（2018年6月）

東商会員企業のＢＣＰ策定率は２７．７％

ＢＣＰの策定状況 ＜従業員規模別＞



60.6%

59.3%

17.6%

12.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

業務責任者が計画の点検

及び見直しを行っている

教育・訓練を実施している

経営者が計画の見直しを

行っている

特に運用及び見直しは

行っていない

※ＢＣＰ策定済み企業312社による複数回答
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ＢＣＰ策定後、約６割が「計画の点検」や「訓練」等を実施

ＢＣＰ策定後の運用・見直し状況

※出典：東商調査（2018年6月）



「防災・減災対策」において最も重要なこと
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奨励している
8.9%

今後奨励
していきたい

55.0%

奨励する
予定はない

36.1%

10※出典：東商調査（2018年6月）

防災に関する資格取得の奨励状況

防災・減災に関するリーダー等の人材育成に、６割以上が前向き

６割以上

防災関連の資格を保有する
従業員の有無

有り
12.7%

無し
87.3%


